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（注）この資料は勉強会での検討の状況を説明するために 

H24.7.5時点で作成したものであり、今後変更があり得る。 



検討の目的 

人口減少、高齢化、エネルギー制約、予想される災害等
の中で希求される持続可能社会において、 

重要な社会的資産となる 

既存共同住宅ストックについて、 

ストックの戦略的維持管理の観点から、 

その持つべき性能、実現のための 

改修等の技術・制度の基盤や支援などを 

総合的に検討し、 

必要な制度改正や情報提供等の体制整備を図ること 



持続可能社会における既存共同住宅ストックの 
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公営住宅 ＵＲ住宅 マンション

共同住宅の供給実績（公営住宅、ＵＲ賃貸住宅、マンション）(千戸)

モデルＡ モデルＢ モデルＣ モデルＤ 



 共同住宅ストックの性能の現状  耐久性 

建築の時期 

鉄筋コンクリートで建設された共同住宅では、経年により、 
コンクリートの中性化や鉄筋の露出が見られるようになる。 

出典）平成２０年住宅・土地統計調査 
注） RC造共同住宅に限ったデータはない 

建築時期別の腐朽・破損 
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公営の借家

都市再生機構･ 公社の借家

持ち家

築55年 （計画修繕 未実施）      
コンクリートが剥離し、鉄筋が露出 

築約40年 
 
外壁コンクリート
中性化 

 （築48～38年）（築38～28年）（築28～18年）（築18～13年）（ 築13～8年）（築8～3年）（築3 ～0年） 

外側                内側 



 

 

1970 
(Ｓ４５) 

1980 
(Ｓ５５) 

1990 
(Ｈ２) 

2000 
(Ｈ１２) 

2010 
(Ｈ２２) 

構 造 S46 帯筋間隔の
強化等 

S56 新耐震基準
の導入 

H7 耐震改修
促進法の制定 

H12 建築基準
の性能規定化 

H19 構造関係
規定の見直し 

省エネ・環境 

S55 省エネ
法制定 

高齢化 

H4 エネ基
準改正 

H11 省エネ 
基準改正 

H20 トップラン
ナー基準の導入 

H3 公共賃貸 
住宅ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化 

H6 ﾊｰﾄﾋﾞﾙ 
 法制定 

H13 高齢者住
まい法制定 

H18 バリアフ
リー新法制定 

公共住宅 

RC壁式 
中層 
階段室型 

H15 シックハウ
ス対策規制導入 

時代とともに建築基準や構造、工法が異なるため、５つに区分 

 性能向上の検討のため 共同住宅ストックを 類型化 

RCラーメン 
高層 
廊下型 

RC造、３～15階建て、共同住宅を対象に検討。 



国総研・多世代総プロにおける５類型 

 
想定する仕様モデル 

モデルA： 
1980年以前（～Ｓ55年） 

モデルB： 

1981～1990年 
(S56～H2年) 

モデルC： 

1991～2000年 
（H3～H12年） 

モデルD： 

2001年以降 
（H13年～） モデルＡ１ モデルＡ２ 

構造種別・高さ 

アクセス形式 

ＲＣ壁式 中層 

階段室型 

ＲＣラーメン 高層 

廊下型 

ＲＣラーメン 高層 

廊下型 

ＲＣラーメン 中層・
高層 廊下型 

ＲＣラーメン 中層・
高層 廊下型 

開発形態 
郊外団地 

中層低密 

既成市街地 

単棟 

面開発 

高層高密 

既成市街地 

単棟 
再開発等 

劣化対策（コンクリートの品質等） JASS５準拠 同左 同左 同左 同左 

耐震性（耐震基準） 旧耐震基準 旧耐震基準 新耐震基準 新耐震基準 新耐震基準 

維持管理容易
性 

水廻り位置(共用
排水縦管位置) 

外壁面 住戸内 住戸内 住戸内 住戸内 

可変性 階高 2550㎜程度 2600㎜程度 2650㎜程度 2700㎜程度 2800㎜程度 

バリアフリー 
水廻り床段差処
理方法 

スラブフラット、床上
げで処理 

スラブフラット、床上
げで処理 

スラブフラット、床上
げで処理 

スラブ落とし込みで
段差処理 

ボイドスラブ厚み内
で段差吸収 

浴室 在来 ＵＢ（通常） ＵＢ（通常） ＵＢ(高齢対応) ＵＢ(高齢対応) 

ＥＶ設置 なし あり あり あり あり 

省エネ 断熱仕様 考慮なし 旧省エネ 旧省エネ 新省エネ 新省エネ 

床遮音 スラブ厚さ 120㎜程度 120㎜程度 150㎜程度 180㎜程度 200㎜程度 
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共同住宅の供給実績（公営住宅、ＵＲ賃貸住宅、マンション）(千戸)

モデルＡ モデルＢ モデルＣ モデルＤ 

共同住宅の供給実績（公営、UR賃貸、マンション） 供給量 

モデルＡ 2,686千戸（33.7％） 

モデルＢ 1,737千戸（21.8％） 

モデルＣ 2,193千戸（27.5％） 

モデルＤ 1,357千戸（17.0％） 



共同住宅で行われる修繕・改修工事 

改修工事 修繕工事 

計画修繕 

外壁の補修や 

屋上防水を 

定期的に実施 

耐震改修 

（フレームの設置） 

断熱改修 

エレベーター、 

スロープの設置 

内装工事 

和室の洋室化 

設備のグレードアップ 

手すりの設置 



  事後保全的修繕と計画修繕 

計画修繕の例 

外壁タイルの浮き7％ 
1994年竣工、定期的に調査診断を行い、長期修繕計画に基づき、
2009年に第１回大規模修繕を実施した共同住宅の事例 

外壁タイル面の状況 

不具合が明らかになった部位ごとに事後的に修繕工事を実施している例 
 

診断状況 



 グレードアップのための改修工事 

２ＬＤＫ・約６４㎡ 

RC造・高層 

平成22年完成 

最近の間取りの例 

３ＤＫ・約５２㎡ 

ＲＣ造・中層 

昭和３１年完成 

昭和30年代の間取りの典型例 

等々… 

狭い住戸面積 

天井が低い 

畳の個室しか
ない 

脱衣室が
ない 

古い設備 
(3点給湯(ｷｯ
ﾁﾝ,浴室,洗面
所)がされて
いない等) 

洗濯機置場
がない 

等々… 

設備やその空間な
どの陳腐化の例 

住戸の規模など
の陳腐化の例 

エレベー
ターがない 

現在の住宅は、初期の住宅と間取りや仕様が異なる。 
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用途変更

耐震性向上
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その他

不明

 共同住宅で行われる工事（建設業者受注） 

(出典：建築物リフォーム・リニューアル調査 国交省) 

 共同住宅のリフォーム・リニューアル 
 年間工事受注高  （平成20～22年度の平均、非木造） 

（億円） 

主たる工事目的別リフォーム・リニューアル工事受注件数 
（平成22年度） 
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建設業者が受注した既存共同住宅の工事は、ほとんどが修繕工事 
専有部分の工事が共用部分の工事の10倍以上の件数 
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鉄部塗装等

外壁塗装等(躯体、塗装、タイル等)

屋上防水

給水設備

建具、金物等(サッシ・玄関ドア等)

排水設備

昇降機(エレベーター)設備

機械式駐車場設備

これまでに計画修繕工事は実施したことがない

不明

  共同住宅で行われる工事（管理組合）  

(出典：平成２０年マンション総合調査 国交省) 

計画修繕工事 (回答数) 

耐震診断・耐震改修の実施状況   昭和54年以前に建設されたマンション管理組合からの回答 269件 

□耐震診断の実施状況  耐震診断を行った61件（23％)  行っていない189件（70％) 

□耐震診断を実施したものの対応 

  ・耐震性を確保していた     28件（10％） 

  ・耐震改修を行った（行う予定） 18件（7％） 

  ・耐震性が不足していたが耐震改修工事を行うかどうか決めていない 9件（3％） 

  ・耐震性が不足しているが耐震改修工事を行う予定はない        2件（1％） 

マンション管理組
合の多くは計画修
繕工事を実施 
 
耐震診断や耐震
改修は少ない。 

N=２１６７ 



 ・経年により、外皮の性能が低下、躯体内部も劣化。最終的に耐力が低下。 
 ・適切な診断と計画修繕の実施の有無により、経年劣化の進行に差が生ずる。 

 共同住宅ストックの性能 （耐久性・耐用性） 

定期点検による外壁の 
ひび割れ確認と原因の特定 

ひび割れ補修と弾性エポキシ
塗装による改修により、15年 
経過後もひび割れの発生なし 

15年経過 

適切な診断・改修の実施の有無と 補修後の劣化状況の差 

鉄筋腐食によるひび割れにもかかわらず、 
ひび割れ補修工法（被覆工法）によって 
補修し、短期間のうちに再劣化した例 

差異 

経年によるコンクリート中性化の進行と改修方法 

中性化が少数の鉄筋位置に至り、外壁の 
一部にさび汁を伴うひび割れが見られる段階 

中性化が鉄筋位置に至らない状態で、 
外壁の一部にひび割れが見られる段階 

中性化が多数の鉄筋位置に至り、外壁の各所で 
コンクリートが剥落し、鉄筋が露出している段階 

経年によるコンクリート中性化の進行にともない、ひび割れ・鉄筋腐食・コンクリート剥落等の補修範囲は広くなり、改修費用も高額になる。 

注入工法による補修 表面被覆工法による補修 断面修復工法による補修 



 ・鉄筋コンクリート造共同住宅    建築時期によってコンクリート強度が違う。 
 ・将来に向け、間取り変更や設備更新が課題。 

 
 

 共同住宅ストックの性能（耐久性・耐用性） 

コンクリートの設計基準強度の年次別使用比率 

（出典：構造体ｺﾝｸﾘｰﾄの品質に関する研究の動向と問題点、 
日本建築学会、2008年 を元に作成） 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

1950 1955 1960 1965 1970 1975 1976 1980 1999 2000 2001

36

33

30

27

24

22.5

21

18

15

13.5

使
用
比
率
（％
） 

年次 

13.5 

15 
18 

18 
18 

18 

15 

13.5 

15 

21 

21 

21 21 

24 24 24 

27 27 27 

30 
30 30 

21 21 21 

15 

[N/m㎡] 

※東京都に建築された建築物に使用された設計基準強度の推移 

 
 

 
 

 
排水立管 
 

排気ダクト 

通気管 

(1975年竣工、築36年の設備更新） （1956年竣工、設計基準強度18N/m㎡、計画修繕が行われていない物件） 

窓下の 
鉄筋露出 

外壁面の 
鉄筋露出 

（出典：古賀一八ほか、同潤会アパートの施
工技術に関する調査研究、2004年） 

同潤会アパートにおけるコンクリートの状況 

建物出隅部でのコンク
リート剥落・鉄筋露出 

外壁劣化状況（1934年竣工） 

写真：江戸川アパート 

最小値 最大値 平均値 標準偏差

大　塚 15.3 45.7 28.9 9.2

青　山 18.7 41.7 31.9 6.3

江戸川 20.2 39.7 29.1 6.1

コンクリートの圧縮強度 [N/m㎡] 

・上表のとおり、コア調査の結果、コンクリート
の圧縮強度の低下は見られない。 

経年によりコンクリートが剥離し、外壁面の鉄筋が露出している事例 排水立管を住宅専用部内のコンクリートダクト内に設置した事例 

更新時にはブロック壁を撤
去し、配管を更新する必要 

・建物出隅部等では、コンクリートが剥落し、
鉄筋の露出がみられる。 
・コンクリートの密実な部分の中性化は、現在
のコンクリートと同程度の進行状況。 

イメージ 



天井裏、床下確保で 

更新性、可変性を確保 

低い階高の高経年共同住宅 

2.55m～
2.65m 

階高の差 

長期優良住宅 

2.95m～
3.30m 

 共同住宅の耐久性・耐用性の再生事例 

 

テープケーブル
工法 

サイホン排水システム 

小口径枝管 
（勾配が不要） 

既存立管 

・天井高の確保による居住空間の質の確保 
・排水立管の外部設置による維持管理容易性の向上 

低床化配管システムと薄型配線システムを活用 

階高の低い共同住宅を再生する改修技術 



 共同住宅の耐久性・耐用性の再生事例 

 

・武田五一設計による鉄筋コ
ンクリート造3階の学生寮 
・ 2009年に歴史的建物として
後世まで残していくため再生 
・コーポラティブ方式により共
同住宅に用途変更 

概算改修・再生工事費 
約 2.3億円 

共用部改修：1.6億円 
専用部改修：0.7億円 

改修・再生後の建物概要 

建築面積：339.96㎡  
延床面積：768.01㎡  
構造･規模：鉄筋コンクリート造･地上3階 
総戸数：10戸＋地主取得分(事務所)  

築後８０年超の共同住宅を再生  求道学舎（1926年） 

・外壁仕上下地： 
 ポリマーセメントモルタル吹付 
・最上層： 
 防水性能を有する化粧吹付仕上 

・構造体の耐震性能・耐久性能
を確保、学生寮を定期借地権付
コーポラティブハウスに。 



 共同住宅の耐久性・耐用性の再生事例 

 

改修前（寮） 

改修後（共同住宅+事務所） 

耐震診断により、築80年の既存構造躯体に
十分な耐震性能が確保されており、改修後
のプラン変更によっても耐震性能が確保され
る事を確認。 

定期借地期間（62年間）に耐えるように、耐
震性能を確保しながら、間仕切り壁の撤去に
よる耐用性向上。劣化した箇所の躯体・仕上
げの耐久性を回復。 

耐震性能の確認 間仕切り壁の撤去・新設 

不良な鉄筋、コンクリート
を除去し、新品鉄筋交換の
うえ、吹付けコンクリート
を施工。耐震性能向上のた
め壁増打ち。 

吹付けコンクリート施工 

躯体改修施工 

構造性能判定指標Iso=0.6

0.0 0.3 0.6 0.9 1.2 1.5 1.8 2.1 2.4

0.0 0.3 0.6 0.9 1.2 1.5 1.8 2.1 2.4

構造性能判定指標Iso=0.6

階

1

2

3

1

2

3

階

Is値（X方向）

Is値（Y方向）

0.69

0.96

0.98

0.43

0.93

1.30

改修前
改修後

0.92 1.02

1.11
1.05

1.23 1.35

改修前
改修後

築後８０年超の共同住宅を再生 



性能分野 技術数 

耐久性・耐用性 ４２ 

環境・省エネ ５０ 

耐震性 ２０ 

防災性 １９ 

高齢者対応 ２０ 

性能分野 技術数 

耐久性・耐用性 １８ 

環境・省エネ １５ 

耐震性 １ 

  共同住宅再生のための技術一覧 

耐久性・耐用性、環境・省エネ、耐震性、防災性、高齢者対応の各分野の
調査・診断技術、改修技術を収集。 

＞ 個々の技術をシート化し、その適用方法について分析。 

■ 改修技術 （１５１） 

■ 調査・診断技術 （３４） 

個別技術シート 



 主な補修・改修技術 

配管ﾗｲﾆﾝｸﾞ工法の例 
内部を洗浄してサビコブ等を削り取
り、配管内部をｴﾎﾟｷｼ樹脂で被覆 

□今後期待される技術 
  ・安価で多機能な補修材料の開発（複数の補修に対応できる材料の開発） 
  ・安価な中性化抑制・回復技術（電気化学的工法のコストダウン、含浸工法の性能向上）    

剥落防止工法の例 
外装材の浮きのある部分にﾄﾞﾘﾙで
穴をあけ、接着剤とｱﾝｶｰﾋﾟﾝで固
定 

断面修復工法の例 
鉄筋腐食による剥離や脆弱化部分を
除去し、ｱﾙｶﾘ性付与材・表層強化剤
を塗布後、ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙで修復 

ひび割れ補修工法の例 
ひび割れ部の表面の汚れ、付着物等
を除去し、ｴﾎﾟｷｼ樹脂を低圧で注入 

表面被覆工法の例 
ｺﾝｸﾘｰﾄ表面に撥水剤、ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒ
ﾝﾄ系被覆材を塗布 

ﾊﾟﾈﾙ被覆改修工法の例 
劣化した外壁のひび割れ等を補
修後、繊維補強ｾﾒﾝﾄﾊﾟﾈﾙで外
部を被覆 

配管特殊継手工法の例 
ｽﾗｲﾄﾞ可能な配管継手により排水縦
管と枝管を容易に着脱 

電気化学的防食工法の例 
中性化したｺﾝｸﾘｰﾄに電気化学的
手法で特殊ｱﾙｶﾘ溶液を浸透させ
再ｱﾙｶﾘ化 



主な調査・診断技術 

鉄筋探査の例 
（電磁誘導法） 

中性化深さの測定例 
（ﾌｪﾉｰﾙﾌﾀﾚｲﾝ法） 

ひび割れ幅の調査例 
（クラックスケール） 

ひび割れ深さの調査例 
（超音波法） 

タイル剥離調査の例 
（赤外線法） 

浮き 

□今後期待される技術 
  ・高精度・非接触型の非破壊調査診断技術 （電磁誘導法の精度向上、画像解析技術の活用） 

調査結果 

鉄筋位置、かぶり厚が測定される 



■エレベーター設置 エレベーター新設 
エントランス新設 

■耐震改修 鉄骨ブレース補強 
耐震スリット 

■外壁等修繕 外壁修繕（塗装含む） 
防水（バルコニー床・階段室床・共用廊下） 
シート貼（玄関床） 
鉄部塗装（玄関扉・室内・共用部分） 
手摺・面格子取替え等 

■ピロティ改修 落下防止庇新設 
ピロティ部分改修外装  

■バックヤード改修 既存部分撤去、新設 

■その他 設備・外構・その他 

 技術の組合せ例（外壁補修・耐震補強・エレベーター設置）  辻堂団地改修工事① 

昭和３９年建設 
５階建て 
片廊下型 
１棟９１戸 

エレベーター設置 
耐震改修 
エントランス改修 
計画修繕 

バリアフリー化 
耐震性能向上 
グレードアップ 
維持管理 

建物概要 ニーズ 改修・修繕工事 

辻堂団地（UR賃貸住宅） 
築４５年超。 バリアフリー性能、耐震性能、グレード感が劣っていた。 
計画修繕時期も到来していたことから、一体的な改修工事を実施。 

 躯体・外壁の補修、耐震補強、エレベーター設置工事を同時実施 



駐車場

駐車場

診療所

集会所

１０－１号棟

１０－２号棟

Ｎ

銀行

駐車場

駐車場

１０－４号棟

１０－５号棟

１０－６号棟

駐車スペース
５台

工事対象住棟：１０－３号棟

1
2
0

50

30

10-3号棟 

・落下防止庇新設 
・通り抜けピロティ
の仕上改修 

・エレベーター１基新設 
・エントランス新設 

耐震スリット 

耐震改修 

鉄骨ブレース補強工法 

耐震スリット工法 

ピロティ改修 

南 側 立 面 図 １階南側は補強済

526 525 524 523 522 521 520 519 518 517 516 515 514 513 512 511 510 509 508 507 506 505 504 503 502 501

426 425 424 423 422 421 420 419 418 417 416 415 414 413 412 411 410 409 408 407 406 405 404 403 402 401

326 325 324 323 322 321 320 319 318 317 316 315 314 313 312 311 310 309 308 307 306 305 304 303 302 301

ピロティ 賃貸施設 賃貸施設ピロティ 賃貸施設賃貸施設賃貸施設機構会議室郵便局 機構分室

9

ピロティ

34

賃貸施設賃貸施設

206 2012028 6 5 2205 204 203

既補強済

南側鉄骨ブレース

空家

外壁修繕 

エレベーター設置 

 技術の組合せ例（外壁補修・耐震補強・エレベーター設置）  辻堂団地改修工事② 



工事を組合せて 
同時に改修 

仮設（足場あり） 居住者負担 

エレベーター工事 

鉄骨ブレース補強・耐震スリット 

外壁修繕・バルコニー防水・鉄部塗装等 

エントランス仕上げ工事 

+ + 

振動・騒音の発生、通風・採
光・プライバシー、生活動線の
影響が発生する期間を短縮 

足場など仮設を 
共用して費用縮減 
▲ 約１,５００万円 

工事上の手戻りがないことや、外装
などデザインコントロールが容易 

工事を組合せて 
同時に改修するメリット + 

= 

= 

約２００百万円 

+ 

メリット③ メリット② 
メリット① 

エレベーター設置 

耐震改修 

エントランス改修 

計画修繕 

居住者負担 エレベーター工事 

鉄骨ブレース補強・耐震スリット 

外壁修繕・バルコニー防水・鉄部塗装等 

エントランス仕上げ工事 

居住者負担 

居住者負担 

居住者負担 

+ 
+ 

+ 

+ 

+ 
+ 

+ 

= 

= 
= 
= 

計約２１５百万円（試算） 

■各工事を個別に発注した場合 

足場の設置など生活動線への影響等が発生する期間の短縮 
⇒約１年１ヶ月※1 
（※1  各改修工事を別 に々行った場合の工期試算計約１年８ヶ月から、実際に行った工
期約７カ月を引いたもの） 
比較的大きな振動・騒音が発生する期間の短縮 
⇒約５カ月※2 
（※2  各改修工事を別々に行った場合の振動・騒音が発生する工期試算計約９．５ヵ月
から、実際に振動・騒音が発生した工期約４．５カ月を引いたもの） 
 

約4ヵ月 
（約2カ月） 

約4ヵ月 
（約2カ月） 

約5ヵ月 
（約１カ月） 

約7ヵ月 
（約4.5カ月） 

計 
約1年8ヵ月 
（約9.5カ月） 

工期※3 

約7ヵ月 
（約4.5カ月） 

※3 カッコ内は比較的大きな
振動・騒音が発生する期間 

工期※3 

仮設（足場あり） 

 仮設（足場あり） 

仮設（足場あり） 

 技術の組合せ例（外壁補修・耐震補強・エレベーター設置）  辻堂団地改修工事③ 

仮設 + 

同時に工事実施 ＝ ①合理的な工事の実施、 
           ②仮設足場設置費用の削減、  ③居住者負担の軽減 



環
境
・省
エ
ネ
改
修
技
術 

断熱性の向上 

躯体 開口部（窓） 開口部（玄関ドア） 

追
加
す
る
技
術
・他
分
野
の
性
能
の
向
上 

・屋上外断熱工法 ・外壁外断熱工法 

昼 夜 

昼 夜 

＜内断熱の場合＞ 

＜外断熱の場合＞ 

耐久性の向上 

・耐震ドアを採用 

・耐震扉を採用 

高齢者対応の向上 

防災の向上 

・扉の交換 
・かぶせ工法 
・玄関ドアの交換 
 （カット工法） 

※断熱・気密性の向上 

・飛散防止効果のある 
 複層ガラスを採用 

※断熱・気密性の向上 

・内付2重化工法 
・外付2重化工法 
・かぶせ工法 
・サッシの交換 
 （カット工法） 
・ガラスの交換 

・フラット枠を採用 

防犯性の向上 

・フラット枠を採用 

・耐震丁番を採用 
・レバーハンドルを採用 
・防犯性の高い鍵を採用 

・大型クレセントを採用 

耐久性の向上 

高齢者対応の向上 

防災の向上 

防犯性の向上 

耐久性の向上 

・防犯性のある 
 複層ガラスを採用 

外断熱工法は、直達日射によるコンクリート
の温度収縮・膨張を低減させ、ひび割れの
防止や中性化の抑止等、建物の耐久性・耐
用性を向上させる。 

 省エネ改修と一体的に実施できる他の性能の向上 ① 

※１ 

※２ 

※３ 

※４ 

※５ 

※６ 

※７ 

図版出典  ※１：株式会社ベスト ※2：日本板硝子株式会社 ※3：三協立山アルミ株式会社 ※4：美和ロック株式会社 ※5：ユーテック株式会社 ※6：株式会社LIXIL ※7：不二サッシリニューアル株式会社 



環
境
・省
エ
ネ
改
修
技
術 

日射遮蔽性の向上 設備機器の節エネ・高効率化 新技術 

躯体 開口部（窓） 高効率化 節湯、その他 
分散エネルギー 

再生可能エネルギー エネルギー管理 

追
加
す
る
技
術
・他
分
野
の
性
能
の
向
上 

・日射遮蔽浮床工法 

・壁面ルーバー設置 

＜躯体への日射遮蔽がある場合＞ 

躯体への日射遮蔽は、直達日射によるコン
クリートの温度収縮・膨張を低減させ、ひび
割れの防止や中性化の抑止等、建物の耐
久性・耐用性を向上させる。 

耐久性の向上 

・飛散防止効果のある 
 フィルムの設置 

高齢者対応の向上 

・節水型水栓機器 
 の採用 
・保温型浴槽の採用 

・日射調整フィルム 
 の設置 

防犯性の向上 

・貯湯タンクは、災害 
 時に非常用水として 
 利用 

＜躯体への日射遮蔽がない場合＞ 

・ガラスの交換 ・屋上緑化 

＜飛散防止フィルムを 
   貼った透明ガラス＞ 

防災の向上 

・飛散防止効果の高い 
 複層ガラス等を採用 

・防犯性の高いガラスを採用 

・ヒートポンプ式 
 給湯器 

防災の向上 

・断熱ユニット、腰掛型
浴槽等、高齢者に対応
したユニットバスを採用 
・レバーハンドル型水栓
へ交換 

・災害時の電力として 
 利用 
・貯湯タンクは、災害 
 時に非常用水として 
 利用 

防災の向上 防災の向上 

・コージェネレーション 

・家庭用燃料電池 
・太陽熱利用 
・太陽電池 

・HEMS 

・ホームコントロー 
 ラーを利用して 
 防災情報を共有 

図版出典  ※１： 株式会社ABC商会 ※2：住友3M株式会社 ※3：Panasonic電工株式会社 ※4：株式会社LIXIL  ※5：ダイキン工業株式会社 ※6：株式会社LIXIL ※7：TOTO株式会社 ※8：伊藤忠都市開発株式会社 

※１ 
※2 ※3 

※4 

※3 

※5 

※6 

※7 

※8 

 省エネ改修と一体的に実施できる他の性能の向上 ② 



留意点： 
高経年化し中性化が鉄筋腐食まで進行
した躯体の性能回復にはコストがかか
る。 
特に、電気化学的防食工法を用いる場
合は、歴史的価値の高い共同住宅など
でなければ経済的に改修が成立しない。 

留意点： 
補修工法の選定を誤ると、早期に再劣
化し、改修後の目標とする耐久性が得
られない場合がある。また、選定にお
いては専門技術者への依存度が高い。 
※ 日本建築学会「鉄筋コンクリート造建築物の
耐久性調査･診断および補修指針(案)･同解説等 

鉄筋腐食によるひび割れの補修事例 

既存躯体の劣部分を除去し、鉄筋の取
り替えやひび割れを補修した後に、ア
ルカリ含浸材の付与、ポリーマーセメ
ントモルタルの吹き付けなど、複数の
材料を段階的に使用して耐久性を確保 

求道学舎（築後約80年）の躯体改修 

中性化・欠損した躯体の修復 
（再アルカリ化工法･断面修復工法） 

鉄筋腐食部の補修 
（表面含浸工法・断面修復工法） 

ひび割れの改修 

(注入工法） 

  躯体・外壁改修技術の適用概要と留意点 

清 掃

注入用座金取付け

シール材塗布

エポキシ樹脂注入

撤去・清掃

工程１

工程２

工程３

工程４

工程５

工事前 工程２

工程３ 工程４

ひび割れの補修事例 

ひび割れ部の条件（ひび割れ幅、挙動
の有無、乾燥・湿潤）により、エポキ
シ樹脂やセメントスラリーなどの注入
材を、注入器具を用いてひび割れ深部
まで充填 

留意点： 
改修で用いられている材料・工法は、
技術的に体系化されているとは言い難
いため、また複数の材料を用いること
が多いため、改修後、何年期待する効
果を維持できるかは未解明な部分があ
り、改修後のLCCの算定には注意を要す
る。 

既存躯体の劣化部分を除去後、防せい
処理し、ポリマーセメントモルタル等によ
る断面修復を行った上で、表面被覆す
ることで、その後の劣化進行を抑制 

劣化部除去

アルカリ回復、

表層強化剤の塗布

防錆材の塗布

ポリマーセメント

モルタルの施工

養生・清掃

工程１

工程２

工程３

工程４

工程５

工程１ 工程２

工程３ 工程４



  屋上防水・外壁仕上げ改修技術の適用概要と留意点 

概要：タイル、モルタル塗り外壁にお
いて、繊維ネットをモルタルや樹脂で
張付け、仕上げ材の剥落防止層を形成
し、この層をアンカーピンで固定する
ことで施工範囲全体の剥落を防止する。 

概要：屋上防水の改修では、既存防
止層を全面撤去せずに、防水補修・
改修を上乗せしていく｢かぶせ工法｣
が用いられることが多い。 

保護防水の改修例 露出防水の改修例 

かぶせ工法による屋上防水改修 
（アスファルト防水改修工法） 

外壁タイルの複合改修工法 
（ピンネット工法） 

外壁複合改修工法の例 

(躯体が健全であることが前提） 

留意点： 
かぶせの場合は、既存部分が防水下地
になるので、下地としては条件が悪く、
状態に応じて耐久性に影響が出る可能
性がある。 
また、繰り返し施工で荷重が増えるた
め、構造性能の確認が必要である。 

留意点： 
打込み工法等で施工されたタイルの改
修では、躯体コンクリートの充てん不
良等を補修しておかないと、高性能な
材料・工法を用いて仕上げを補修して
も、必ずしも総合的な耐久性の維持・
向上には寄与しない場合がある。 

コンクリート 
躯体 

ピンネット工法による 
外壁タイル改修 

コンクリート 
充てん不良部 
(必ず補修） 

出典）外装仕上げおよび防水の補修・改修技術；
９：屋根防水の補修・改修技術、1993年 
日本建築センター 編 建築保全センター 編  
建設大臣官房技術調査室 監修 
 

概要：建築物の内外部に施され仕上げ
としての美観を回復するとともに、各種の
劣化外力（雨水、飛散・浮遊物質、二酸
化炭素ガス、紫外線など）や経年劣化な
どから被塗物を保護することによって、建
築物の耐久性を向上させる。  

塗装の補修 
（塗装・吹付け直し） 

塗装・吹付け直しの例 

留意点： 
サンダーや高圧水、ケレンなどを用いて
塗膜や錆などの除去を行い、コンクリート
面にひび割れがある場合は補修する。 
既存塗膜の全面除去が必要となる場合も
ある。 
 

ローラーブラシ塗り 
 
 
 
 

 

吹き付け塗り 
 
 
 
 

 



排水管の材質・肉厚によって、洗浄に
伴う摩耗、錆等の発生により更生回数
には限界がある。 

住戸内に入らなければならない排水立
て管更新は内装の解体を伴う場合が多
く、居住者に負担がかかる。 

  共用設備配管改修技術の適用概要と留意点 

残渣・錆が残った
状態の配管更生に
よる開口部の縮小 専用部内の排水立て管更新 

ステンレスワイヤー
による継手部の洗浄
痕からの発錆 

設備給排水管の更生工法 設備排水立管の更新工法 

給水・排水配管更生工法 
（ライニング工法） 

概要：給排水管内面にライニング用樹
脂を注入し、吸引力を利用してライニ
ングし更生する。 

概要：スライド継手ややりとり継手と
の組合せにより、排水立管を切断する
ことなく更新する。 

更新時 立管の取り外し 更新前

QMユニオン継手

排水立管
RJ鋳鉄管

更新対応集合管

継手を
ずらす

受け口を
外す

 

立管を
ずらす
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立
管

有
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長
  

  
 -

  
 

更新対応集合管寸法  スタイル 

型 式 有効長=全長   対応スラブ厚   

    

     

    

   

   

   

    

    

    

立管の取り外し完了

 

持
上
げ
る

スライド継手 やりとり継手 
排水立て管更新工法 

留意点： 留意点： 

概要：高圧水洗浄は、高圧洗浄車内の
ポンプで加圧した水を、延長ホースを経
て洗浄ホースへ送り、先端に取り付けた
噴射ノズルで逆噴射させ、その衝撃力に
より管内付着物を破砕剥離する。 

留意点： 

老朽化した配管には採用できない。 
洗浄ホースの仕様によっては配管継手部
に損傷を与える場合がある。 

排水配管高圧洗浄工法 

     ラップ洗浄方法 
専用部排水トラップよりノズルを入れ、排水立て管
を２～3層下の階まで洗浄する方法 



 劣化状況に応じた修繕・改修技術の適用 【外壁・躯体】 

外壁・躯体の劣化状況と適用技術 

外壁・躯体の劣化は、コンクリート表面からコンクリートの内部、鉄筋へと進行。 
劣化が軽度のときは、ひび割れたコンクリートの補修で対応。劣化が内部に進行した場合、コ
ンクリートの中性化抑制、腐食した鉄筋の補修が必要。中性化が重度でも、技術的には、 
電気化学的防食工法により相当程度の補修が可能であるが、コストは高い。 

軽度 中度 重度

【ｺﾝｸﾘｰﾄ】
・中性化は鉄筋位置まで到達していない。
・軽微なひび割れが見られる。
　

【ｺﾝｸﾘｰﾄ】
・中性化が少数の鉄筋位置まで進行している。
・一部ひび割れが見られる。
【鉄筋】
・ひび割れから鉄筋腐食による錆汁が見られる。

【ｺﾝｸﾘｰﾄ】
・中性化が半数以上の鉄筋位置まで進行している。
・（鉄筋腐食による）ひび割れやかぶりコンクリートの剥
落が見られる。
【鉄筋】
・鉄筋腐食が進行し、鉄筋の断面欠損が生じている。

主な
適用技術

【ｺﾝｸﾘｰﾄ】
・ひび割れ補修工法（被覆工法、充てん工法）

【ｺﾝｸﾘｰﾄ】
・ひび割れ補修工法（注入工法、充てん工法）
・表面処理工法（表面被覆工法、表面含浸工法）によ
る中性化抑制

【鉄筋腐食箇所】
・断面修復工法（左官工法）による鉄筋腐食補修※
※周辺コンクリートのはつり、欠損したコンクリートの断面修復を含む

【ｺﾝｸﾘｰﾄ】
・ひび割れ補修工法（注入工法、充てん工法）
・表面処理工法（表面被覆工法、表面含浸工法）によ
る中性化抑制
・断面修復工法によるコンクリート欠損部の打ち直し
・電気化学的防食工法（再アルカリ化工法）
【鉄筋腐食箇所】
・断面修復工法（左官工法、吹き付け工法）による鉄筋
腐食補修※
※周辺コンクリートのはつり、欠損したコンクリートの断面修復を含む

補修範囲
等（広さ・深
さ）の目安

・部分的 ・部分的
・基本的に全面
（部分的な場合もある）

劣化状況

中性化は緩やかに進行

（ひび割れ部は早い）

ひび割れ

鉄筋が腐食し、かぶりコンクリート

が剥落（かぶり厚が薄い場合）

剥落ひび割れ

中性化が半数以上の

鉄筋位置まで進行
中性化の進行

ひび割れ



 劣化状況に応じた修繕・改修技術の適用 【屋上防水】 

屋上アスファルト露出防水の劣化状況と適用技術 

屋上防水の劣化は表面保護層から防水層に進行、防水層が損傷すると漏水が発生。 
軽度の場合には部分的な補修で対応できるが、劣化が進んだときは全面的補修。
既存の防水層の劣化が著しい場合は、既存の保護防水等を全面撤去し、 

 全面的に再施工され、補修費用が上昇。 

軽度 中度 重度

・保護塗料（トップコート）が変色・白亜化し始めてい
る。立上がり部の一部に防水層の露出箇所が見ら
れる。

・保護塗料（トップコート）に減耗・ひび割れを生じ、防
水層が露出してほとんど防水層の保護としての役割を
果たせなくなっている。急速に劣化が進行する可能性
がある。

・保護塗料（トップコート）の劣化から防水層の劣化
損傷に至っている。既に漏水している可能性が高
い。

主な
適用技術

・アスファルト露出防水の改修工法（保護塗料の塗
替え）
・かぶせ工法（露出防水)による立上り部等の部分補
修

・アスファルト露出防水の改修工法（防水層の部分的
補修）
・かぶせ工法（露出防水)による新たな防水層の敷設

・アスファルト露出防水の改修工法（既存防水層全
面撤去後に新規防水層の再施工）

補修範囲
等（広さ・
深さ）の目
安

・保護塗料の塗替えは基本的に全面
・かぶせ工法は部分的

・部分的が主流
・一部全面的（かぶせ工法の場合）

・基本的に全面

劣化状況
防水層の破断、ひび割れ

防水下層または下地の露出

保護塗料の減耗・ひび割れ

防水層の露出
防水層

防水層下層・補強層

保護塗料の変色・白亜化



外壁タイルの劣化状況と適用技術 

 劣化状況に応じた修繕・改修技術の適用 【外壁タイル】 

タイル仕上げの外壁は、劣化が進行することにより補修を要するタイルが増加。 
補修は、張替工法及びアンカーピンニング・注入併用工法により行われ、劣化の
進行は必要工事量の増加、補修費の増加につながる。劣化が重度の場合、外壁複
合改修構工法（ピンネット工法）を採用して全面的に改修するケースもある。 
 

軽度 中度 重度

・タイル単体浮きやタイル目地のひび割れが見られる。
著しい機能低下はないと判断される。

・打診等により、タイルあるいはタイル下地の面的な浮き
が確認できる。
・躯体のひび割れによる、タイルのひび割れが見られ
る。

・タイルあるいはタイル下地の欠損・落下が発生してい
る。

主な
適用技術

・張替工法（部分）
・アンカーピンニング・注入併用工法

・張替工法（部分）
・アンカーピンニング・注入併用工法

・張替工法（部分／全面）
・アンカーピンニング・注入併用工法
・外壁複合改修構工法（ピンネット工法）(全面）

補修範囲
等（広さ・深
さ）の目安

・タイル単体での補修 ・面的なタイルの補修 ・外壁タイル面積の30％～全面の補修

劣化状況

タイルのひび割れ
（躯体のひび割れによる）

タイルの浮き
(面的）

タイル下地の浮き
(面的）

タイルの欠損
（面的）

タイル下地の欠損
(面的）

タイル目地
ひび割れ

タイルの浮き
(単体）



設備排水管の劣化状況と適用技術 

 劣化状況に応じた修繕・改修技術の適用 【設備】 

排水設備の修繕には、劣化の程度に応じて洗浄、更生、更新の技術が選択して適
用され、劣化が進行しているほど適用される技術の単価は高い。 
躯体に打ち込まれた共用設備配管及び専用部に設定された共用設備配管の更新は、
外部への露出配管新設工事や間仕切り壁等の撤去・復旧費が加わるため、共用部
設置の配管更新より費用が増加。 

軽度 中度 重度

・排水管内部にスケール等の汚れの付着や表
層のみの錆が発生している。

・排水管内部のねじ等の接続部に錆が発達し
ている。放置するとスケール等の堆積により閉
塞が発生し、排水の流れが阻害され漏水の可
能性がある。

・排水管内部に部分的に大きく発達した錆が認
められ、配管の外部や周辺には漏水の跡が確
認できる。

主な
適用技術

・排水管高圧洗浄工法 ・排水管更生工法（反転挿入による雑排水管更
生）
・給水・排水配管更生工法（ライニング工法）

・排水管更新工法（排水管一般更新）
・排水管の高耐久仕様への変更

補修範囲
等の目安

・一式洗浄 ・一式更生 ・全面的に更新・交換

劣化状況



劣化度に対して適用される工法による概算改修工事費の試算※ 

２－５－⑤ 劣化状況に応じた修繕・改修技術の適用【劣化状況による改修工事費の比較】 

劣化状況が 軽度 ⇒ 中度 ⇒ 重度 と進行することにより、 
 ・単価の高い技術が必要となる 
 ・補修すべき対象面積（幅・深さ）が増加する 
ため改修費用は増加。劣化が重度になる前に、計画的に修繕を実施することが重要 
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修繕の動機 
 
・長期修繕計画の 
  修繕サイクル 
・定期検査に基づく 
 指摘・提案 
・居住者の要望・ 

  クレーム 

共同住宅における計画修繕の例 

出典）日本ハウズィング株式会社ホームページ 

実施状況 
 
・修繕サイクルを目安に修繕・改修を計画・実施 
 （大規模修繕は10～15年程度の間隔） 
・外部足場を必要とする大規模修繕に合わせて、 
  できるだけまとめて実施 
・屋根防水・設備配管等で外部足場不要の場合は 
  大規模修繕と別に実施する例がある 

３ー１－③ 計画修繕 【共同住宅における耐久性・耐用性に係る修繕・改修の概要】 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

【修繕サイクルの例】 

竣工後(年） 

設備工事 

建築工事 
・鉄部塗装 
・防水保護塗装 

・外壁等修繕 
・鉄部塗装修繕 
・防水保護塗装 

・屋根防水修繕 
・床防水等修繕 
・共用内部修繕 

大規模修繕工事 
（１０～１５年程度おき） 

・鉄部塗装 
・防水保護塗装 

・鉄部塗装 
・防水保護塗装 

・給排水設備修繕 
・電気設備修繕他 

・給水ポンプ取替 
・伝統設備取替 
・ＴＶ共聴設備取替 

・消防設備修繕 
・各種消防設備取替 

・給水管取替 
・受水槽取替 
・ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ改修 

・排水管取替 
・電気設備改修 
・幹線取替 
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屋上等/アスファルト露出防水：修繕 (n=91)

３－１－④ 計画修繕 【工事種類ごとの修繕工事の間隔】  
 

（屋上防水）アスファルト露出防水【n=91】※ 【出典】 
マンション管理会社、設計事務
所から修繕の実施状況を調査し
た結果を集計（平成23年３月） 
配布数：約1,140件 
回答数： 568件 
 
「修繕周期」は、修繕を実施し
た理由を「調査・診断により劣
化の状況を確認して実施」と回
答した工事について「前々回の
修繕時期」と「直近に実施した
修繕時期」との期間差を算出し
たもの。 

件数 平均値

164 13.3
174 14.0
241 15.1
191 14.3
237 14.6

１．シーリング（建具廻り） 238 14.4
２．シーリング（躯体目地・その他） 237 14.4
１．タイル張り補修（洗浄） 179 13.5
２．タイル張り補修（浮き・欠損部補修） 179 13.2

263 14.6
１．内部付属物 144 11.5
２．内部建具 145 12.5
１．外部付属物 168 12.0
２．外部建具 139 11.1

２．床防水
１．バルコニー床防水

２．開放廊下・階段室等床防水

１．屋根防水

科目
改修周期の傾向（年）

１．屋根防水（露出防水）

２．庇・笠木等防水

４．鉄部塗装

１．内部

２．外部

３．外壁塗装等

１．コンクリート補修

２．シーリング

３．タイル張り

４．外壁塗装吹付

【出典】「改修工事（集合住宅）のマクロ的価格傾向に関する研究（その５）」 
    （財）建設物価調査会総合研究所 平成24年３月公表 
・調査対象工事：2008～2011年に完了した非木造の集合住宅（マンション） 
           改修工事 
・調査先：主要建設会社・設計事務所・発注機関1430社 
・回収率：9.4％（134社） 
・回収サンプル数：511件 
 
※左表は、100件以上のサンプルを有する項目のみを抜粋して掲載。 

▼：平均14.5年 

▼ 

0

10

20

30

40

50

60

1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 31 33 35 37 39 41 43 45 47 49

件
数
（
件
）

修繕周期（年）

外壁等の大規模修繕／タイル：修繕 (n=145)（外壁）タイル【n=145】    

▼：平均13.7年 

▼ 

屋上防水工事・外壁修繕工事などは同じ時期に実施 

（参考）公表データに見られる修繕周期の傾向 
※アスファルト露出防水の件数には、修繕周期が6年程度とされる保護塗料
（トップコート）の塗替えが含まれている。 



３－１－⑤ 計画修繕 【工事種類ごとの修繕工事の間隔】  
 

【出典】 
マンション管理会社、設計事務所から修繕の実施状況を調査した結果を集計（平成23年３月）配布数：約1,140件 回答数： 568件 

給水管や給水ポンプなど設備系は、工事間隔にばらつき 

0

1

2

3

4

5

6

7

1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 31 33 35 37 39 41 43 45 47 49

件
数
（
件
）

修繕周期（年）

一般部/水道用硬質塩化ﾋﾞﾆﾙﾗｲﾆﾝｸﾞ鋼管｜管材：SGP-VB（内面）

｜継手：ｺｰﾃｨﾝｸﾞ継手/更生 (n=19)

（給水管）水道用硬質塩化ビニルライニング
鋼管 管材：SGP-VB（内面） 

継手：コーディング継手：更生 【n=19】 

▼：平均19.1年 
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揚水ポンプ/取替 (n=38)

（給水ポンプ）揚水ポンプ：取替え 
【n=19】 

▼：平均20.9年 


